
事業スキームの検討

長崎県長崎市 ウォーターPPP等の案件形成に向けた方策検討 （1/2）

【事業分野：公共下水道、農業集落排水、漁業集落排水】 【対象施設：処理場・ポンプ場・MP・管路】

• 下水道事業における現状と課題を把握・分析し、WP3導入による対応案を整理。【下水道事業の概要】
・行政区域内人口*1 393,052人
・全体計画人口 304,560人
・処理区域内人口*1 371,559人
・全体計画（汚水） 約 6,912ha
・全体計画（雨水） 約 6,229ha
・事業計画（汚水） 約 6,902ha
・事業計画（雨水） 約 1,225ha
*1:令和6年3月時点

【施設の概要】
・処理場：10箇所(8箇所)
・ポンプ場：18箇所
・マンホールポンプ：175箇所

(121箇所)
・管路延長：1,853㎞(119㎞)
*令和6年3月時点
※()は集落排水

【民間委託の状況】

・下水処理場の維持管理は、市内
を4つのエリアに分割し、平成22年
度から包括的民間委託レベル2.5
を導入している。地元企業が受託
し、現在は、4期目である。
・管路は、市内全域を単年度の仕
様発注で維持管理している。

事業・施設の概要

図：計画処理区

出典：長崎市上下水道事業マスタープラン2025（素案）

業務の目的・検討フロー

（1）目的
• 下水道分野のウォーターPPP（以下
WP3）等について、多様なPPP/PFIの
案件形成に向けて、モデル都市のWP3
導入検討に向けた準備を支援し、その
成果を全国に横展開する。

検討①：事業スキームの検討

(2)検討フロー

公共下水道事業を必ず含めることとし、業務範囲の拡大、バンドリングの可能
性を幅広く検討

WP3導入によ
る期待効果

 維持管理・更新計画案の作成･更新工事を一体的に行う
ことで一体事業による効率化や事業費の低減。

 性能発注による維持管理・運転管理や下水道施設の更
新の高度化・効率化。

 民間事業者の創意工夫・ノウハウを生かした維持管理費
の低減や脱炭素化の取組を推進。

 職員の体制補完及び、技術継承の取組を推進。

本市の
下水道事業が
抱える
主な課題

 下水道施設の老朽化に伴い、計画的な更新が必要。
 今後の流入水量の減少を見据え、処理水量に応じた規
模の適正化や処理方法の見直しを進める必要。

 省エネルギー、創エネルギーを視野に入れた設備の更
新等を行っていく必要。

 今後、多くの職員の退職が見込まれる中で、将来にわた
って持続可能な組織基盤の維持が必要。

【WP3の導入範囲（素案）】

検討のポイント

検討① 検討② 検討③ 検討④

検討②：民間事業者等への意向調査

検討③：効果分析

検討④：今後の進め方の検討・整理
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業務範囲

：WP3の対象範囲 ：公共下水道に合わせ実施する項目

④農集・漁集 ⑤水道（浄水場） ⑥CNの取組

•公共下水道事業（①②③）を対象に、施設と管路の一体管理を想定する。

•効率的な事業運営に資するかをもとに、公共下水道事業に合わせ他事業とのバ
ンドリング（④⑤⑥）の組み合わせを検討

〇公共下水道事業だけでなく他事業とのバンドリングも対象に、事業効率化に資するスキームを幅広く検討
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（1）調査目的
• 民間事業者の関心や参入条件、案件形成に資するために追加検討が必要な項
目等を検討・把握することを目的に、プレサウンディング調査を実施。

（2）調査概要
• 本市の公共下水道事業に係る
地元企業及び大手企業を計39
社に対してアンケート調査を実
施。（回収率100%）

• 地元企業向けの説明会を長崎
市が実施。

民間事業者等への意向調査

（3）主要な調査項目・調査結果

質問項目 調査結果の概要

参画意欲 • 地元企業及び大手企業問わず高い関心有

対象業務・処理区

• 地元企業、大手企業ともに、一つの処理区または複数の処理区
を対象が望ましいとする回答が多数

• 施設と管路を対象とした事業実施は困難であるため、施設のみ
事業実施を希望する事業者が多く存在

バンドリング
• 集落排水事業とのバンドリングは、隣接する下水処理場との一体
管理を行うことにより効率的な維持管理が可能

事業期間（10年） • 民間事業者の雇用の安定及び民間ノウハウの活用が可能

性能発注の導入
• 管路は、市内全域を単年度の仕様発注で維持管理しており、性
能発注とすることは困難である意見が多数

管理・更新の
一体マネジメント

• 管理・更新の一体マネジメントについて事業成立の可能性を確認
• 更新実施型とする場合、事業の最適化が見込まれることを確認

プロフィットシェアの
導入

• プロフィットの源泉に応じた柔軟なシェア率の設定が必要

地元企業の参画
• 地元企業の参画・連携は必要との回答が複数寄せられた
• 競争性確保の観点や公募時の要件（SPC設立等）の工夫が必要

検討結果のまとめ

項目 内容

事業手法
WP3(レベル3.5)更新実施型(処理場)もしくは更新支援型(処理場)
※処理場・管路一体での事業は困難な可能性が高く、管路は対象外の想定

事業期間
10年間（令和10年度～令和19年度）
※処理場の包括委託の期間を踏まえ、令和10年度より事業開始の想定

対象事業 公共下水道事業、公共下水道事業＋集落排水事業

対象エリア
一つの処理区または複数の処理区を対象とする
事業規模の大きい、西部下水処理場または南部下水処理場を包含

対象
業務

施設
維持管理（運転管理、保守点検、水質試験、ユーティリティ調達、修繕等）、
更新計画案作成、詳細設計、更新･改築工事

留意事項 処理区の検討及び集落排水事業とのバンドリングの検討が必要

令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

上 下 上 下 上 下 上 下

導入可能性調査

ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰ業務

実施方針の公表

入札・公募

事業者選定

事業契約締結

事業開始

（2）導入に向けて整理が必要な事項

効果分析

（3）導入に向けた想定ロードマップ

更新と維持管理
の一体化

• 全体オペレーションと設備投資の最適化に期待

集落排水事業と
のバンドリング

• 設備投資や設備の更新を行うことで、より監視体制の一元化が可能
となり、維持管理の効率化に期待

長期契約
• 事業期間内の更新計画の柔軟な変更が可能
• 長期間において得られるノウハウを運営管理に反映可能

検討① 検討② 検討③ 検討④

検討① 検討② 検討③ 検討④

検討① 検討② 検討③ 検討④

長崎県長崎市 ウォーターPPP等の案件形成に向けた方策検討 (2/2)

【事業分野：公共下水道、農業集落排水、漁業集落排水】 【対象施設：処理場・ポンプ場・MP・管路】

W-PPP
更新支援型

W-PPP
更新実施型

ｺﾝｾｯｼｮﾝ

ﾊﾞﾝﾄﾞﾘﾝｸﾞ 広域化

主な検討項目 検討内容の概要

処理区の選定 • 市の執行体制の確保及び民間事業者の意向から整理

集落排水事業との
バンドリング

• 処理区の選定に関連し、集落排水事業を対象とするかを整理

WP3の特性を
踏まえた

事業条件の検討

• 要求水準書（案）作成を見据えた、対象業務の具体化
• 具体化した対象業務の実現可能性をサウンディングで確認
• 地元企業参画と競争性確保の両面を考慮した条件整理及び
WP3の理解促進に向けた取組

• 長期契約にてリスクが高まる物価変動、不可抗力等に関する官
民リスク分担の検討

• プロフィットシェアの反映方法（適切な水準を含む）の検討

アンケート調査対象
企業の分類

企業数

ｱﾝｹｰﾄ
送付数

うち受託
実績有

うち地元
企業

コンサルタント 17社 17社 11社

処理場（機電）/更新工事 7社 6社 2社

処理場/運転・維持管理 8社 6社 6社

管路/維持管理 7社 6社 6社


